












農 村 経 済 論
は しが き
すでに何度か指摘 してきたように、高谷好一、古川久雄両教授に代表 される生態学出自の地
域研究者 は産業化、ない しそれを不可欠の条件と している国民国家の経済発展に対 して、強い
問題提起 と批判を されている。熱帯森林の生態系を長年研究 されている荻野和彦教授がその論
文 「生物の生活システムと社会生態系」(r総 合的地域研究』第1号)を 、現アメリカ合衆国
副大統領 ゴアの著作r地 球の掟』、に書 き込まれて いる 「空や土地をあなたがたは売 った り買っ
た りで きるのですか。そういう考えは私達には奇妙に思えます」 というシア トル酋長の言葉の
引用か ら始め られていることに過不足 なく示 されているよ うに、 これ ら地域研究者の産業化へ
の反発 は、商人がその担い手であ った市場経済、ないし市場取引原理が生態系の民の生活 ・生
業をこれまで支えてきた土地等の社会的利用にまで、深 く浸透 しは じめることによって、これ
ら生態系の民の経済 ・社会生活が大 きく質的に変容 させ られている事態への知的憤 りに起因 し
ているようである。 この点で筆者のよ うに、経済学を主たる研究領域 としている者 にとって も、
これ らの批判は決 して無視 しえない重みを持 った ものとなっているのである。
これ ら生態学派 と性格づけてよい地域研究者の批判は、間違いなく、産業化 という世界的規
模で現在生起 しっつあ る社会変化を理論的に正統化 している近代合理主義その ものへの批判 と
な っており、 この意味で近代 ・現代人の 「日常の思考」に対す る根源的批判 とな っているもの
である。端的に筆者が この種の批判に対 して、今持 っている感想を記 してみ ると、生態学派地
域研究者 は、近代合理主義を背後か ら支えて いる 「進化(歩)史 観」に代替 して、 「生態史
観」を これからの世界 と地域 との共存の認識パラダイムにす る必要があると主張 されていると
いってよいであろう。 「功利」という近代合理性を持っ 「普遍的人間観」を前提に据えている
「自由競争原理」に変えて、 「文化因子」に規定 された個性あるプロ ト・アイデ ンティティを
相互に承認 しあった 「すみわけ原理」の必要性を主張されているといえよう。
生態学派地域研究者のこれら反産業化論的認識が、今西錦司という反ダーウィン的生物進化
論の創設者の圧倒的な知的影響下で再構築された 「戦後の京都学派」(川 勝平太 「戦後の京都
学派:今 西学派をめ ぐって」r日 本社会科学の思想』)の 現代における最 も良心的な主張であ
ることは間違いないところであろう。前に挙げたい く人かの論者の反産業化論を読み聞 きした
ときに、その主張に同調 しなが らも、それと同時に、明治以降国家主導型の産業化を支えるべ
く西欧から、近代科学技術 ・思想の導入をはかった場所的拠点 といえる東京で育成 されてきた
社会認識 と、風土の固有性を尊重す ることで普遍性には解消されて しまわない日本の個性を発
見 し続けようとした古都京都 という場所で、育 まれて きた社会認識 とのかなり深刻な対立を感
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じて しまうのは筆者だけで はなか ろう。我 々が内観的 introspectively にはどこかでその双方
とも持 って いる この対立 している 「世界イメージ」の調和、ない し共約 commensurability
は果た して可能なのであろうか。
　 この対立 している社会認識の関係にっいての検討は将来にまわす ことに して、本講では、生
態学派地域研究者がそこでの観察か ら産業化への批判を構想 されている場 といえる産業化に強




が、その経済力の大小に左右 されて、強かった り弱か った りするが、何 らかの結節点とな って
形成されている結びっ きの関係、ないしネ ッ トワークを軸として展開 して くるものと捉えるこ
とがで きる。そ して、 ここで強調 しておきたい事態は、 この ヒ トとヒ トとの結びっ きが位置す
る人間論的平面は、　「自然」の位置する物的平面の上に浮かんでおり、そのため各々の ヒ トが
「自然」 におろす錨 に よって、っな ぎ止め られて いる(村 上泰亮r反 古典 の政治経済学要
綱』)程 度によって、 ヒ トとヒ トとの結びつ きのあり様に も変化が生 じて くる可能性があると
いう論点である。現在の筆者 にはこの 自然、つまり生態系のあり様その ものを論 じる能力はな
いが、以上のような意味で、農村経済社会の構造やその変化 といった諸点は、生態系 との関連
抜 きで解明す ることがほぼ不可能であることだけは確認 しておきたい。
1.閉 ざされた農村対開かれた農村
東 南 アジア地域 に見 られ る2つ の タイプ の農 村
　既に第3講 で もふれておいたように、東南 アジア地域では歴史的に 「ある程度国家の管理下
に置かれた 自給型稲作農村」と 「非農業的要素を多 く含んだ、国家 との関わ りの薄い稲作農
村」とい う2っの タイプが見 られていた(坪 内良博 「農村の変化 と無変化」　 r地域研究 と発展
の論理』)。 大陸部東南アジア山地世界に散在す る盆地世界や、 ジャワ ・バ リ島 といった潅概
用水利施設の建設 といった環境改造型、ない し工学的適応が必要とされた地域では、前者のよ
うな 「国家との関わりを持 った稲作農村」という内向的に閉ざされた社会空間が歴史の早 い時
期か ら発生 していた。 これに対 して、チャオプラヤー ・デルタとかメコン ・デルタといった地
域では、その生態系の条件か ら工学的適応を受けつけない環境適応型、ない し農学的適応によ
95
る農業生産が営まれ、そ こには多様な非農業的要素を多 く含んだ国家 との関わ りの薄い開放的
社会空間が形成 されていたといえる。
以上のような対照的な農村社会 は、より一般的 に 「人 口と生態」との関係により、分類され
た 「稠密社会」と 「小人口社会」(坪 内良博 「地域性の形成論理」 『総合的地域研究』創刊準
備号)と いう2類 型の各々の代表例といって もよいものであろう。その地域の生態環境に対 し
て、人口圧力が強 くなっている稠密社会では、その地域社会の ヒトビトに食糧を供給す るため
に公権力の介入をともなった形での環境改造が必要 となって くることが多い。こうい う地域社
会では、生業 としての農業生産 もこうして改造 された生態環境に深 く埋め込まれているといえ
よう。 これに対比 して、小人口社会では土地資源が余っていたこともあり、その生産活動にお
いてもその地域の生態系に適応 しうるような工夫だけで充分となる。 また、そこでの ヒトビ ト
もその地域の生態環境にどっぷ りとっか る必要 もない。 ヒ トビトの経済活動は、外部世界 との
結びっきも強 く、商人にも似て、その地の生態系とはかなり切 り離されているといってよい。
「閉ざされた農村」と 「開かれた農村」とで もいうべき以上の農村社会の対比が、その地域
の生態系とヒ トビ トの生業 との結 びつ きの強弱に関連 して、農村内の ヒ トとヒトとの結びつき
のあり様にも差異が発生 して くる可能性が大きいという大層興味深い仮説を我々に提示 して く
れている事実を軽視 してはな らないであろう。
ひ とつの論 争
ここで、 「閉ざされた」 「開かれた」農村 という上記の農村社会の各々のあ り様をより明 ら
かにす る目的で、東南アジア農村社会に関す るひ とっの論争を紹介 しておこう。
アメリカの東南アジア研究者ジェームズ ・スコッ トがr農 民のモラル ・エコノ ミー』 という
タイ トルの書物を発表 した。それに対 して、政治学者サ ミュエル ・ポプキ ンがr合 理的農民』
という極めて印象的なタイ トルの書物で反論を加えている。スコッ ト対ポプキ ンの間でのこの
論争が、ここで少 しその内容を検討 してみようと考えている 「モラル ・エコノ ミー論争」であ
る。
スコッ トへの反論として書かれたポプキ ンの書物 は、極めて印象的なタイ トルをかかげてい
る。その 「合理的」という言葉は、東南アジア地域の農民は植民地化、あるいは市場経済の浸
透の以前か ら、個人的利益と費用 との比較考慮の もとに、種々の経済的社会的行動を行 う 「経
済人」であったという彼の仮説を端的に表現 している。個人的利益 と費用 との比較 という以外
の荷 らかの社会的価値、あるいは伝統といった ものによって農民が動か されるといった ことは
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ないとい う見解で ある。 このような 「合理的農民」 とは、まさに新古典派経済理論がその上に
拠 って立っ ところの 「経済人」その ものである。 このよ うな 「合理的農民」像を前提に して も、
農村内で農民間に相互扶助的慣行が成立 して くることは充分に説明可能であると、ポプキンは
主張 しているわけである。
ポプキ ンから批判を受 けたスコッ トは、それほど明瞭ではないが、 「経済人」といった仮説、
より厳密には 「方法論的個人主義」の仮説を、東南アジア地域の農民の経済的社会的行動の理
解に当てはめ ることは間違いであるという判断か ら出発 して、議論を組み立てているといって
よい。 「方法論的個人主義」という経済学の最 も正統的な仮説をそれがい くら切れ味がよいか
らといって、アメリカとは社会的〈文脈 〉の違 う東南アジア地域の現状分析にアプ リオに導入
して議論するべ きで はな く、 まず謙虚に東南アジアの農民が何を考えているのかを探 ってみ る
ことか ら、農民の行動 を理解 してい く手順をふむべ きであるとい うのが、スコッ トの方法のよ
うである。
スコ ッ トの 「モラ ル ・エ コ ノミー論 」
まず、スコットか ら見てい こう。スコッ トの農村像を縮約 して表現 してみると、農村内で見
られる社会関係とは、全ての成員 に最低限の生存を保証 していくことが当然の ことであるとす
る道徳的規範(モ ラル)を 共有 している農民達が相互依存的に取 り結んでいる人間関係である
というものである。そ して、こうい う農村において、何 らかの不平等を意味する階層制が見 ら
れ るとして も、それは全成員の生存を保証す るという規範に抵触 しない限 りで正当化 されてい
るということになる。端的には、ある種の平等主義が最 も正統的な社会関係 として現実化 して
いると見ているのが、スコッ トの農村社会の構図であ る。
このように縮約 しうるスコ ットの農村社会論 に関 しでは、スコッ トが 「何故 こうい う規範が
農民によって共有されるよ うになったか」をどう理解 しているかを探 ってお くことが重要であ
る。全ての成員に生存 を保証するとい う規範が、農民の間でi共有化 されて くる契機 として、ス
コッ トは農業生産の不確実性 とい う事態に注目 している。農業生産が雨量 とか 日照時間 という
農民 自らの力では、 コントロール しえない環境要因に大 きく依存 して いる以上、毎年の農業生
産が大 きく変動す ることは避けがたい。 こういう環境要因の不確実性にさらされている状況下
では、特に農民の生活水準そのものが生存水準に近い レベルにあるときには、農民の個人的な
最大関心事は、いかに して 自らがコン トロール しえない要因による農業生産の不確実性か ら身
を守るかという点に置かれ るであろう。このような農民の基準に照 らしてみると、変動幅の大
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きい生活環境は好 ましい もの とはいえない。 たとえ平均収入や最大限の収入が有利な もので
あったと しても、その逆 に最低限の生存の維持に必要な水準を割 る頻度 も増大するか らである。
これに対 して、変動幅の小 さな生活環境 は、それがたとえ平均収入の面で地味であって も、最
低限の生存水準 を割 る危険性が相対的に少ないために、農民にとって はより好ま しいもの とい
える。農民 をその経済的動機の点で性格づけてみると、 「安全第一」を求めている 「危険回避
者」であるといえ るわけである。
こういう危険回避者が相互依存的な社会関係を取り結ぶにあたって、その社会関係か ら期待
す ることが、 自然環境が悪 くなった凶作の年において も、 自らの生活の破綻を来さないような
種々の保証であることは容易に想像 しうるところである。 と同時に、 この援助を確実な ものと
するためには、他人が生存水準以下に陥 ったときには、援助の手を差 しのべ るという義務をも
引き受けることが必要になる。こうして、 「互酬的な相互扶助」とい う行為 こそが 「公平な」
人間関係のあり方であ るという規範が、広 く農民の中に内面化されて くる。互酬性 という価値
規範が農民個人 に内面化 されていくことが、同時にその規範が農民によって共有 されて くる過
程を意味 していることはいうまで もなかろ う。
ところで、い くら資本主義化以前の農村社会を論 じているといって も、農村内に土地所有を
軸 としてみた階層制がないという状況だけを前提 として論 じているだけでは、ほとんど現実的
な意味がないであろう。 この階層制は農村 内での経済的不平等の存在を意味 しているので、階
層制の問題が互酬性を公平 とする農民の共有す る価値規範の中で、 どう位置づけられるのかを
検討 してお くことは決定的に重要である。
スコッ トは、農民個人は自己の生存の維持のための保証 や手段が どれだけあるかによって、
小土地所有者の方を小作人より、小作人の方を農業労働者 より、また農業労働の中では年契約
の方を 日雇いより、より好ま しいと感 じていると論 じている。
この中で特に注 目してお きたいのは、地主小作制に関す る議論である。地主小作関係には、
定額制と分益制 とが見 られるのであるが、農民 は一定額(あ るいは一定量)に 固定 された定額
制よりは、収穫の何割かを支払 う分益制の方を好ま しいと感 じているとい うのである。 これは、
定額制の下では環境要因の変動 による収穫変動 という危険を全 く小作人が負担せざるを得な く
なるのに対 して分益制であれば、地主と小作人とで危険を分担 しあえるか らである。この分益
小作制の事例は、スコッ トの議論の中では、階層を異にす る個人間で、取 り結ばれ る関係の典
型と して位置づ けられている。階層を異にする個人間の関係は、互酬性を共通の価値規範 とし
ている農村 においては、階層の下の者の生存を保証 しうる工夫が織 り込まれて いる限りで、公
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平な ものであると して村人に受け入れ られ、農村内で存在 し得るというわけである。階層を異
にする者の間で取 り結ばれ る多様 な関係は、そのほとんどが多かれ少なかれ、上の者が下の者
を庇護 し、下の者が上の者に仕えるという 「親分子分、パ トロン ・クライアン ト関係」的性格
を帯びた ものとなって くる。そして、 この関係の中には常に、下の者の生存を安定化 させるた
あの融通性にとんだ工夫が埋め込まれているのである。
ここで再度強調 してお く必要がある点は、スコットが採用 して いる社会認識の方法である。
スコッ トは農民の危険回避的行動 といった経済活動面 に密着 して、議論を展開 しているが、そ
の議論の基本的手続きが、農業生産の不確実性という避 けがたい環境の中におかれている農民
が一体何を考え、どう行動す るかに関 して、農民 自身の立場に身をお き、農民 自身の概念 ・言葉
を使 って考えてみるとき、そ こに生存の保証という互酬性の価値規範が共有 されて くることが、
外部の分析者にも了解可能 となるという順序をふんでいる事実は見落とされるべ きではない。
スコッ トの社会認識の方法は、地域研究者の手法そのものであるといってよい。その上に、
農民の規範が形成 されて くる理由として、農業生産の不確実性 という生態的要因が重要視され
ているのである。 スコッ トの農村社会に関す る構図の中では、農村社会に生 きるヒ トビ トは自
らの生業がその中で行われる自然生態系の条件 に、いわば強 く埋め込 まれており、そのため、
この自然生態環境 との関係をふまえて はじめて、 ヒ トとヒ トとの結びっ きとしての社会関係 も
形成されて くると捉え られている。先に引用 した比喩を用いると、農村内に生 きるヒ トビ トは、
自 らが 自然生態に下 ろしている錨の重 さを共通 して感 じていることを前提 として、社会関係を
形成 しているとい うわけである。農民をこのよう1ヒ生態に深 く規定された 「生態派」の存在と
見ていることか ら、同 じ自然生態条件の上で、生活 し生業を営む農民 は、それなりに価値観を
共有 していくようになると捉え られているといってよい。
ポ プ キ ンの 「ポ リテ ィカ ル,エ コ ノミー論 」
次に、スコッ トの この 「モラル ・エコノミー論」に反論を加えているポプキ ンの議論を見よ
う。ポプキ ンの基本的立場 は、市場経済の浸透以前の農民 といえども、単に危険回避だけでな
く、平均所得の上昇を も願 っている合理的農民であるというものであるが、 ここではその著作
'
r合理的農民』のサブ ・タイ トルを利用 して、ポプキンの議論を 「ポ リテ ィカル ・エ コノ ミー
論」といってお こう。 ポプキ ンは植民地化、あるいは市場経済の浸透以前といえど、スコッ ト
のいうような互酬性を共有の価値規範 とする平等主義を実現 させえた村など本当にあ ったのだ
ろ うかという疑問か ら出発 している。そういう社会 は、モラル ・エコノ ミス トの頭の中だけに
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存在するのであって、具体的な歴史の中ではほとん ど見出せないのではないか、と判断 して い
るようである。
この疑問に基づ いてスコッ トを批判するに際 して、まず農民は決 して平均所得の増加を願わ
ない危険回避者ではないという仮説か ら反論を展開させている。農民は自らの個人的経済利益
の増大を第一義的関心事として行動 しているのであって、隣人と何 らかの互酬的関係を取 り結
ぶに際 して も、それか ら期待 され る便益 と費用とを常に計算 した上で、相手 と交渉を行 う経済
主体である、 というのがポプキ ンの 「合理的農民」である。特に、 ここでポプキ ンが強調 して
いるのは、スコッ トのいう最低限の生存水準の大 きさが農民全員にとって、共通の 自明のもの
として認識されるといった ことはないという論点である。 こうい う状況の下では、村の レベル
で互酬的な相互扶助のルールを作ろうとするとき、常に保証されるべ き生存水準の大 きさの決
定をあ ぐって、村人の間で意見の対立が起 こりうる。 また、たとえそういう相互扶助の慣行が
あ ったとして も、収穫が終わる度 ごとに、一体誰が援助を受 けざるを得ないかを確かめるため
の交渉が必要となる。その交渉の中で は、援助を受けようとする個人は、自 らの生産水準を本
当より低めに申告 して、 より多 くの援助を受けようとす る要因を持っであろう。 自分は相互
援助の慣 行の維持 に何 らコス トを支払わず に、常 に他人か らの援助 だけを受 けよ うとす る
フリー ・ライダーの出現は避けられないであろう。そして、そういう可能性があることを村人
が知 っている以上、交渉の場に提示された申告その ものが、本当かどうかのチェックが必要 と
なって くる。現代経済理論のター ミノロジーを使えば、村全体を包み込む互酬的相互扶助の シ
ステムは、その中の個人の機会主義的行動を押さえ得ない非協力ゲームとならざるを得ないと
いうわけである。 したがって、村人はそういう非協力ゲームの結果 としての危 うい互酬性 より
は、自分 自身で生存水準の安定化をはかりうる個人的貯蓄や、子供への投資などをより頼 りあ
るもの として選択するであろう。 これが、ポプキ ンの 「ポ リティカル ・エコノミー論」である。
また、階層を異にす る者の間で見 られ る関係のあり様は、その関係を維持 している両者の交
渉力のあり方次第であ るというのがポプキ ンの議論である。下の階層の方が相対的に強い交渉
力を持 っているときには、スコ ットのい うような下の者の生存を保証 しうる工夫を持 った親
分 ・子分関係が見 られ るが、反対に上層の者の交渉力が強 いときには、そういう関係 は見 られ
ないことになる。例えば、スコットが注 目している分益小作制にっいて も、人口増加によって




以上がポプキンの 「ポ リティカル ・エ;]ノミー論」のエ ッセンスである。市場経済の浸透以
前の農村 といえ ど も、それはスコ ッ トのい うよ うな互酬性 を基本 とす る 「共 同体 コ ミュニ
テ ィ」ではな くて、その内部に利害対立を含んだ 「会社のごときもの コーポ レーション」であ
るとい う見解である。スコットの構図と対比させてみるとき、ポプキンの農村理解にお いては、
農民は自然生態系の条件か らは分離 した存在であると捉え られているといって もよいのではな
かろうか。それだか らこそ、 ヒ トとヒ トとの社会関係の形成に際 して も、各個人の個別の利害
関係だけが全面的に作用 して、各農民が同 じ自然生態系を共有 しているといった事態 は、ほと
んど何の影響力も持たないとされている。 自然生態 とはあ くまで合理的農民が生産活動を行 う
ひとっの環境条件で しかな く、個人はそこに錨を下ろ しているとは捉え られていないといって
よい。そ して、ポプキ ンのこのよ うな認識論の中では、スコッ トが 「発見」 したような農民間
の強い密度での結びつきが、 もし存在 しているとして も、 「個人の合理性」を歪ある 「経済外
的強制」によって、外か ら作 り上げられたもので しかないといった見解が示されることにな っ
て くるわけである。
論 争 の含意
さて、ポプキ ンは、自分の農村論を作 り上 げるに際 して、農民 も合理的経済主体であるとい
,う方法論的個人主義の仮説を出発点と しているがゆえに、東南アジアの農村社会の中で も、農
民個人間での経済的利害の対立を最 も重要な関係 として認識するよ うになっていることに注目
してお く必要がある。そのため、農村社会内での農民間に見 られ る関係 は、相反する利害関係
を持っ諸個人間での.「非協力ゲーム」として しか描き出せないことになっているわけである。
これに対 して、スコッ トは農民の価値観にまで入 り込んだ上で、農民関係にっいての構図を作
ろうとしている。そ して、農民がかなり共通の価値意識を持 っているとい う局面が、スコッ ト
にとって は東南アジア農村に見 られる最 も重要な特性であると意識されている。農民間に価値
が共有 されていると考えるスコッ トにとって は、そ うい う価値の共有を無視 し個人間の利害対
立だけを強調する方法論的個人主義 という仮説は、東南 アジア農村の原型を捉え うる力を充分
に持ちえないもの とされているのである。農民の価値の共有を重要視す るところから、農村内
での農民間の関係は、価値意識を共有す る諸個人間での 「協力ゲーム」 として描き出 しうると
いうスコッ トの見解が示 されてきているのである。
ポプキンは個人間の利害の対立だけでな く、実はその背後で農民が持つ個人的価値体系が同
じ農村内で もば らば らであ ると暗黙の うちに仮定 して しまっている。 したがって、農村内に
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「非協力ゲーム」的状況 しか発見 しえなか ったのであろう。これに対 して、スコットは農民間
に共通の価値規範が成立 しうることを見ていたために、結果 として蟻地獄を もた らして しまう
「非協力ゲーム」的状況 に陥らずに、互酬性を導 きうる 「協力ゲーム」が可能 となる事態をっ
かまえて いるのである。そして、既 にふれたよ うに、農村社会関係の形成 され方 に関するこの
両者の認識の差が、農村内に生 きるヒ トビ トの自然生態系への埋め込まれ方 に関する理解の相
違に起因 していることも間違 いないところであろう(こ の両者の社会認識の差異とその理論的
含意については、原洋之介 「デサ」rク リフォー ド・ギアツの経済学』を参照 されたし)。
この辺でいささか思い切 った問題提起を してお こう。 スコッ トとポプキンの農村経済論を、
日本の経済史学界での研究に対比 させてみる、とい う問題提起である。端的にいって、スコッ
トの農村経済論は 「共同体的規制」、ないし 「経済外的強制」を強調す る日本の農村経済論に
かなり似た ものに見えて くる。それ に対 して、ポプキンの農村経済論は市場経済関係の土地 ・
労働市場への浸透を強調する農村経済論にかなり近 いものに見えて くるのである。北原淳氏は、
「ポプキンは、スコットの注 目する共同体規制 ・経済外的強制という大事な論点を見落 として
いる。つ まり、農民 は同 じコミュニティの仲間であるとい うことで地主の搾取を容認す るので
あるが、 これをやや一般的にいえば、共同体的成員関係を通 じて階級的搾取がスムーズに行わ
れるということである」(r開 発と農業』)と 発言 されているが、 これ はスコットの農村経済
論を日本の経済史学風に捉え直 したものである。 「強制」という概念を用いることで、スコッ
トが想定 している地主 ・小作間での交渉力のあり様を逆転 させてはいるが、 「経済外的」ない
し 「共同体的(っ ま り非市場的)」 という強調ではスコッ トの認識 と同 じである。 こう詰めて
見ると、 もはや明 らかであろうが、 スコッ トの農村経済論 は封建論争期の講座派に、そ して大
塚史学 にかな り近いものに見えて くるし、また、ポプキ ンの農村経済論は戦前期日本農村で も
資本主義化の傾向は貫徹 していると主張 した労農派、そ して宇野学派の農業問題分析 に、限 り
な く近いものに見えて くるはずである。そ して、既 に第2講 でもふれておいたように、講座派
と労農派 とは資本主義、つまり市場経済の浸透に対する農村社会の反応 ・適応に関 しては、全
く異質の見通 しを示 していたが、これと全 く同 じことがスコットとポプキンの農村社会論の対
立の中で も見てとれ るのである。対象と時代は違 って も、伝統社会の経済変化の理解をめ ぐっ
て、全 く同型の論争が繰 り返されるという事実 は知識社会学的に見て、大層興味深い事柄 とい
えるであろう。
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ジ ャワとタイ ・デ ルタ の農 村 ・農業 発展
さて、スコッ トのモラル ・エコノ ミー論が、内向的で閉ざされた農村社会といった農村像を
与えて くれているのに対 して、ポプキ ンのポ リティカル ・エコノミー論は外 に開かれた農村像
を与えて くれている。 この両農村像は一面では、既に以前詳細に筆者が検討 しておいた(原 洋
之介 「デサ」rク リフォー ド・ギアツの経済学』)よ うに、いずれ も 「理論モデル」であるこ




熱帯島懊部 にある火山島 という生態区に属 して いることから、 ジャワでは古い時代以来、そ
の豊かな水資源と肥沃な土壌の上で、水田(サ ワー)と 屋敷地(プ カランガ ン)の集約的利用
を行 う生活 ・生業が展開 して きている。この 「成熟 した農村空間」(高 谷好一r新 世界秩序を
求めて』)内 に成立 した農村社会は、スコットのモラル ・エ コノミー論が描 き出 して くれる農
村像にかな り近い もの となっている。 そこで、 ジャワの農村社会の内部を描 いた クリフォー
ド・ギアツの観察をr農 業のインボ リューション』か らの引用の形で紹介 しておこう。
増加す る人口の圧力 と限 られた資源の もとで、 ジャワの農村社会は、他の多 くの 「低
開発」諸国のように、大地主のグループと抑圧 された農奴 まがいのグループと両極分化
しなかった。む しろ、 ジャワの農村社会は経済的なパイを絶え間な く増加する微細な断
片に分割 し続 けてい くことによって、すなわち、かって私が別のところで 「貧困の共
有」として言及 した方法によって、比較的高度 の社会的経済的一体性を維持 したのであ
る。持てる者と持たざる者 というよりも、農民生活の陰微な言い回 しにおいて言われ る1








の 小作人に貸 しっけようとする。か くして、仕事を与えるという彼の義務
と、彼自身の生存の必要条件 との間の平衡が保たれ るのである。またある者は、収穫の
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5分の1と の引き換えに、田植 と除草を行 うことに同意、またはそのような機会を恵与
された。彼は彼で、その実際の作業を誰か他人に下請 けに出 して しまうかもしれず、こ
の他人はまた必要な労力の調達のために賃労働者を雇 ったり、隣人達 とある種の交換関
係に入 った りするか もしれないのである。 いっも駆 り立で られ るように動 き続ける水稲
作農村においては、分益小作 とそれに付随す る諸慣行こそが、増大す る経済的パ イを一





・によって追求 された ものを、そ もそ もわずかな土地 しか
持 たなか った ジャワの農民達は、貧民の もっと古めか しい武器、すなわち労働の分散に
よって達成 したのである。
ギアツが このように描き出 した 「貧困の共有」を根拠 とするモラル ・エコノ ミー像が、どこ
まで ジャワ農村の歴史の実態を正 しくあらわ した ものであるかに関 しては、既 に多 くの疑問が
提出されている(そ の詳細に関 しては、原洋之介 「デサjrク フォー ド・ギアツの経済学』)。
こういう多 くの疑問にもかかわ らず、ジャワにはそこに特有の 「土地無 し層包摂の社会的メカ
ニズム」(加 納啓良rイ ン ドネシア農村経済論』)が 存続 し続けている事態だけは明らかであ
る。 そ して、 ジャワの農村 は、ある程度 その内と外 とを区別す るよ うな慣行 ・伝統を持 った
「内向的な閉ざされた農村社会」であるといってよい。
こういう内向的農村から成 り立っジャワの最近の農業発展とは、基本的に国家が農村の上か
ら主導す るタイプの ものであった。独立後、イン ドネシアの農業開発の中核であったビマス計
画とい う米増産型農業開発は、国家が強 く主導する農業開発であった。高収量品種や肥料に関
して、多大の財政資金が投入 されただけでな く、潅概施設の役割が決定的に大 きか った。
潅概に関 しては、基本的にはオランダ時代に作 られた施設の修理 ・拡充が中心の事業であっ
たといってよいが、そ こではバ リ島のスバ ック等を例外と して、主たる幹線の潅概施設 は公共
事業者が管理 し、末端水路等は行政村が管理す るという二元的管理システムになっている。水
は公共の ものであるとす る政策理念に裏づけ られて、農民か ら水利費を徴収 していない事態 に
も、政府主導型の水管理 という特徴があ らわれている。高収量品種の栽培方法や肥料使用法 に
関する農業普及 も、中央政府 ・地方政府の農業普及局の役人である農業普及員によって担われ





こと も軽視することはで きない。イ ンドネシアの土地法は、1960年の農地法 をその基本法 とし
ている。 この農地法で土地の私的所有権 は公認されているが、それ と同時にオランダの植民地
政府 によって作 られた1870年の農地法では否定されていた慣習共同体処分権を復活させ ること
で、国家の管理権の方が農民の私的所有権より強い ものとなっている。個人の所有権 は国家権
力に対 して、ほとん ど対抗で きないような権利で しかないのである。この土地制度に もイ ンド
ネシア特有の土地利用に関す る官の強い指導という論理が見 られているといえよう。
このような国家主導型の農業開発戦略は、特 に屋敷地 と水田の集約的土地利用の伝統を持ち、
かつ職田制に典型的に見 られ る村役人の伝統を持つ ジャワ農村においては、強い村人の抵抗 も
な く、割合スムーズに受容 されてきたといえよう。特 に、導入 される高収量品種を核 とす る新
技術が米価 ・肥料価格に対す る政策介入にも助け られて、経済的収益性がある限り、 ジャワの
農民 はそれを積極的に採用 したのである。ジャワの農民は確かに多 くの村内での慣行等 に縛 ら
れているといえるが、新技術に関す る情報が充分に提供 され、かっその経済的収益性が大 きい
ものであ る限 りで、その採用をため らったりす る存在ではなか ったといえよう(原 洋之介 「イ
ン ドネシア」 『東南アジア諸国の経済発展』)。




適地と して急速に開拓 されていくことになり、そこに人 々が 自由に動き回って活動するという
開拓空間的な生活様式が確立 されてきている。デルタでの この開放的生活様式を少 し見ておこ
う。
第1に 、デルタでは雨期の河川の氾濫水を利用 して稲作が行われていたため、水の利用を契
機 とした村のまとまりといった慣行がほとん ど発達 して いない。共同体的な規制という制約が
全 くない地域である。第2に 、そこは19世紀後半になってはじめて、海外米市場の拡大 という
純経済的条件の変化に刺激 されて、開田 ・開拓 された新開地であったため、人口密度が低 く誰
で も使 ってない土地を利用 しうる状態にあった。最近 までデルタの農民はチャップ ・チ ョー ン
(無断耕作慣行権)で 、その農地を広 げることが可能な状態にあったという意味で、土地に余
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裕があ った。そ こで、誰で もどこで も自由に移動できるという開拓空間的生活様式が形成 され、
個人の 自由な経済活動に対する社会的規制 ・制約 といった ものは発達 して こなかったのである。
第3に こういう生活様式の社会であったので、外部の人間を容易に受け入れて きた。都市に住
む商人の往来 も全 く自由で、デルタの人間 と商人 との接触は相互利益だけで結びっ く自由な関
係であ った。商人の排除といったことはほとんど見 られず、 ときには中国系商人の農村内への
定着す ら見 られているのである。そ して第4に デルタ農村内で は各農家間で所得格差が大 きく
なるとい った事態があまり見 られなかった。基本的 には未利用地がかなり存在 し続けていたた
めに、誰で も農地の利用が可能であ り、農地所有規模の格差に起因する固定的な所得格差が形
成されに くい状態にあったといえる。
デルタの上に形成 された農村社会 とは、 「世界市場の記憶」(海 田能宏 「発展の固有の形は
あるか」 「地域発展の固有論理」班研究会での報告)を 強 く持っ商人的農民によって形成 され
た、内と外 との区別 もほとんどない開放的農村社会であったといえる。そ して、こうい う開放
的農村社会での最近年次における農業発展 も、19世紀後半以来 と全 く同様に、外部からの商人
が主導する米以外の商品作物の生産 という農業多角化がその中心 となっているのである。
ひとつの代表例を挙げてみると、エビの養殖があ る。19世紀後半以降デルタでの稲作の中心
地であったラ ンシット地区では、稲作のために整備 された水路とその水を活用 して、エ ビの養
殖が展開 している。またデルタの東側の辺に位置す るチャチェンサオやチ ョンブ リでは、都市
の商人 との契約による養鶏が展開 している。 まさに契約農業の典型である。デルタの西側に位
置す る地域では、 日本等への輸出を目指 したアスパラガスの栽培が急速 に増加 してきている。
毎 日バ ンコクの輸出商が集荷に くるわけであるが、そのとき、輸出用には品揃えが必要不可欠
となり、 うま く品質の揃 った生産物を供給で きない農家 は経済的損失を被ることになる。こう
いう事実をよく知 っている農民は、自ら費用を負担 して も良い品質のアスパラガス生産技術を
学ぶ研修を受けようとしているのである。まさに企業家的農家といって よい。
以上のようなデルタ各地での農業多角化は、国内外の変化 し続ける市場情報を収集 している
商人と稲作農村の ヒ トビ トとの接触 によって実現 されていったものであった。タイのアグリビ
ジネスの代表 ともいえ るCPグ ループとい う大企業 も含んだ多様な商人層によって主導 された
農業多角化であ ったといってよいであろう。 これ ら商人に主導された農業多角化が、例えば、
エ ビの養殖のために投入 され る薬品が水の汚染を引き起 こすといった大 きな問題を顕在化 させ
ていることは無視 しえない事実である。 しか し、 こういう多角化によってデルタの農民層の経
済力が大 きく上昇 して きた事実まで否定することはできないであろう。 タイの農村、特にデル
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夕の農村は、タイでの輸入代替工業に対 して大 きな拡大する国内市場を供給 し続けた。農村の
三種の神器であるオー トバイ、テ レビ、冷蔵庫、 また農家の屋根の葺 き替えに使 う トタ ン板、
コメや肥料に使 うポリプロドレン製の袋、化学調味料等々を農民は大量に購入 している。タイ
の農業部門は国内市場の拡大を通 じて、工業部門の成長を支えて きたのである。経済発展 ・工
業化には国内の大衆消費の高度化が不可欠の条件 といえ るが、 タイで は農村 ・農家が この大衆
消 費の高度化の重要な担 い手であった事実 はやは り強調され るべ きところである(原 洋之介
「タイ」r東 南ア ジア諸国の経済発展』)。
以上のように、 ジャワとタイとの農村社会のいわば構造面での差異 は、その地域での農業発
展のあり様にまで、強い影響を及ぼ していることは明らかであろう。r閉 ざされた農村」 「開
かれた農村」とい った農村社会の構造的特徴に応 じて、そこを舞台に展開する農業発展にも無
視 しえない 「地域性」が見 られるといってよいであろう。
皿.農村経済の展開に見られる地域性
東 ア ジア型農 村経 済対 南 ア ジア型農村経 済
東南アジア地域に見 られた 「人口稠密社会」と 「小人口社会」の下での農村社会の差異 とい
う論点に続いて、本節では同 じ人口稠密世界に属する東アジア地域 と南アジア地域 との間に見
られる農村経済の展開の差異を論 じてみることにす る。人口と生態環境という点では、全 く同
様に稠密世界 といえるこの両地域間に も、その歴史等の差異に対応 して、相当に異なった農村
経済の展開が見 られているのである。
そこでまず、東アジアと南アジアという両地域の農村経済の差異を論 じているインドの経済
学者K.N、 ラ ジ教授 の 分析 を 、少 々長 くなるが 引用 してお く ことにす る。
bilization of the Rural Economy and the Asian 
Economics)
(K. N. Raj,




　 日本、台湾、中国の大部分では、土地貸借市場 は長 らく、経営規模分布の不平等を比
較的小 さくするように、また農業に依存す る全 くの土地 なし世帯を最小限にするよ うに
機能 してきたと思われる。 このような状況下では、小作人が労働力の多投を通 じて、土
地生産性を上げることは、たとえそれが地主の小作料収入を増やす ことであ って も、小
作人 自身の利益に合致 した。 また地主が選択的に運転資金を前貸 しすることによ って、
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あ るいは先見の明があ る場合にはインフラ整備や農業技術改良 を率先 して行 うことに
よって、小作人(の 労働投下)を 支援す ることが地主の利益に一致 した。これに対 して、
南アジアでは農村世帯の多 くは土地な しか、貸借を通 じても非常に零細な土地を得 るこ
としかで きないのであり、彼 らは生計を賃労働に全面的に、または大部分を依存 してき
た。土地所有者によって貸 しつけ られた土地 も、相対的には特権的な部類に属す る世帯
(しば しばい くらかの土地を所有 している)に 流れ、そ うした階層による賃労働依存型
の大 きな経営を存立 させて きたのである(イ ンドの伝統的米作地帯では、分益小作制 と
結合 した小規模な小作農がより広範に見 られるが、そうした地域において さえ、主とし
て賃労働 に依存す る比較的大 きな経営が数多 く残 っている)。 こうした状況下では、地
主薫小作関係 にして も、雇用者=労 働者関係 にして も、土地に対する集約的労働投下を
阻害するよう作用 してきたのである。
東アジア諸国の農業構造 と対比させてみるとき、土地貸借市場の未発達、農村部に滞留する
土地な し労働者層の大量存在、そ して小作地の貧者から富者への逆流 といった諸点が南アジア
型農業構造の特徴 として浮かび上が って くるというわけである。
そ して、ラジ教授は、以上のような 「南アジア型」の土地貸借市場を規定す る要因に関 して、
次のように役畜の不可欠性 という技術的要因よりは、む しろ社会的要因を重視 している。
それ(東 ア ジアと南ア ジアの間の土地貸借市場の相違)は 、おそらく南アジアでは農
作業 に広 く家畜を使用す るという事実 によって部分的には説 明されよ う
この仮説 は有用な洞察を与えて くれるものであるが、 (中略)
(中略)
一か か る(家
畜の)不 可分性に起因するよりもはるかに大きな経営体の存在を何 ら説明 しないのであ
る。説明の重要な部分は、おそ らく社会学的要因、特にカース ト制度や過去 における地
税徴収制度によって形成された農村社会の階層制に関連 した、特権や差別にあると思わ
れ る。古い時代の社会史によるかかる条件付けが、いかに土地をめ ぐる人々の関係を実
質的に規定す るかにっいては、イギ リスで発達 したタイプを見れば明 らかであろう。 日
本では、地主 は家族労働に全面的 に依存す るあまり裕福でない小作人を強 く選好 したの
に対 し、イギ リスでは地主は賃労働に依存す る 「紳士的農業者」に主に土地を貸 しっけ
た か らであ る。
lations )
(中略) これ らはすべて、南ア ジアの生産関係 (agrarian re-
が過去 の経済的、社会的、政治的要因によ って形成 された ものであって も、
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現 在の経営地分配構造が、地主が何を選好 し、偏好するのかを反映す るものであることを示 し
ている。 したが って経済学的説明は、それがいかなるものであ って も、かかる社会構造に適合
した行動様式 という点に基礎をお くべ きであろう。




どのような影響を与えているかを詳細な統計分析を通 じて解明 して くれている。そこで藤田は、
この 「南アジア型」の農業構造が、次の意味で土地利用 に関 してパ レー ト最適が実現されない
ような構造的欠陥を内包 して いると結論づけている。
小作をありうべ き大経営の非効率の軽減手段 と位置づけるな らば、土地貸借市場によって調
整され尽 くした状態においては、土地の生産性が大経営になるほど小 さくなるという大経営の
非効率 は現実には観察 されないはずである。現実に観察 されるという事実、それ自体が土地貸
借市場の未発達性、ない し不完全性を示す有力な証拠 といわねばな らない。ベ ンガル ・デルタ




以上のように縮約 しうるベ ンガル ・デルタの稲作農村経済に関する藤田幸一の議論 は、我々
に大層重要な以下のような理論的パースペ クテ ィブを与えて くれている。農業生産技術の面か
ら見て、ベ ンガル ・デルタで不可欠な役畜がそれな りの 「分割不可能な固定資本財」であ るこ
とは確かであるが、それで もデルタでの稲作中心の農業では 「規模の経済」がそれほど有意味
に作用 しているといえないことは間違いないであろう。 したがって、雇用労働を多量 に使 うよ
うな機械化 された大経営の経済的優位性は小さ く、経営 としては小規模の家族経営が支配的に
なるはずであると予想 され る。 ラジ教授の比較論が語 って いたように、日本等東アジア諸国で
は、確かに土地所有の不平等はあって も、土地用役市場の展開によって、経営面では小規模の
家族経営が支配的な形態とな っていた。 これに比べて、ベ ンガル ・デルタでは土地の用役市場
っ まり地主 ・小作関係 の展開はそれほど見 られず、土地所有者の 「非効率的な」大経
営が広範囲に残 って しまっているのである。その最大の理由は、ベ ンガル ・デルタ地域で は、
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大規模地主層と土地無 し貧困層 とが、古 くか らのカース ト制の遺産のためか、相互を信頼 しう
るよ うな状態にな く、特に地主層が 自らの土地を貸 しつけた小作人の農業生産活動や土地保全
活動を全 く信用 していないという事態にありそ うである。経済学の専門概念を用いれば、土地
用役市場を形成 させる 「取引費用」が非常に高いため、土地用役市場の広範囲な展開が見られ
れないといった ことである。さらに、 こう して残存 している大経営の経営者が、土地無 し層を
多量 に雇用 して大経営を営 もうとして も、 これ ら多量の労働者が本当に熱心 に働 くか否かを監
視することが困難であるために、技術効率の上か らは、決 して効率 的ではない機械の導入に
走 って しまう傾向 も見 られている。 これ もまた労働市場を成立 させるための 「取引費用」が大
きいためであると、経済学的には表現 しうる事態である。ベ ンガル ・デルタで最 も希少な生産
要素である土地の利用に関 して、以上のような理 由から、土地生産性ではか られた土地利用効
率が大土地所有者の経営ほど低いという大 きな問題が顕在化 して しまっているわけである。
端的に要約 してみると、藤田幸一の研究は農村内土地貸借市場 と労働市場 という要素市場の
成立 ・形成に 「無視 しえない」取引費用が存在 しているときには、これ ら取引費用の存在を完
全情報 という仮定でほぼ無視 している新古典派農業経済論が想定 しているような、土地資産所
有構造と土地利用の生産効率とが分離可能であるという命題 separability theorem が成立 し
得ない可能性が大 きいという大層重要な事実を明 らかに して くれている。土地の貸 し借 りや労
働力の交換 といった市場取引の成立に際 して、交渉当事者 間に相手の行動 に関する不信感 と
いった情報の不完全性が顕著な ときには、 これ ら要素市場が未成立か、あるいは成立 したとし
て も 「薄 い thin) もの にな って しま うの で あ る。既 に第2講 で強調 しておいた通 り、土地用
役や労働力の効率的な取引 ・配分 といった目標達成 が、市場にとってはいささか 「厄介な」
「手に負えない」任務であることはほぼ間違いなさそうである。
初 期条 件 に規定 され た農業 発展 の地域 性
　農業は大規模な固定資本財の投入がな く、規模の経済がそれほど作用 しない産業分野である
し、また非常 に多数の小規模な農民 ・農場が生産の単位 となっている。 こうい う点か ら見て、
農業は新古典学派の競争型市場モデルがそれな りに妥当 しうる産業分野であるといえるのかも
しれない。市場価格に受動的に反応す る生産者 ・企業 という新古典学派のテキス トのイメージ
がかな り現実的にも妥当 しうるものとみなされていることが多い。
　なにはともあれ、国民国家の領域 内に離散 して散在 している小世界に住む多数の規模の小 さ
い農民を対象 とす るときには、少数の規模の大きい企業に対 しては可能であったような産業政
iio
策的介入を実施 させることは、ほぼ行政費用の点からも不可能 に近いであろう。そこでは、 自
由に経済活動を展開する商人 と農民 との自発的自成的な取引関係の展開によって、農民が外の
世界の経済的変化に適応 して いく以外に農業が動かされ る現実的な道 はないと考えられ る。
ここで、第2講 で述べたような商人による農民の生産の組織化といった事態が示 して くれて
いる、農民が強度の情報の不完全性 に直面 しているという事実 はやはり軽視されるべきではな
いであろう。 この一点で、アジア諸国の農業経済を分析する理論として、新古典派流農業経済
論が大 きな知的欠陥を持 っていることを見落す ことはゆるされないであろう。確かに、 ノーベ
ル経済学賞を受けた シュルツを代表 とする新古典学派の農業経済論 も、新 しい生産技術情報、
あるいは国内外で変化 し続ける農産物市場に関す る情報といったものが公共財に近 い性格の も





て いることはすでに第1講 で指摘 しておいた とお りである。 このような所得分配と生産効率性
との分離が可能であるとする命題は、 これまた既に第2講 で述べておいたよ うに、情報の不完
全性を想定す る反(新)古典学派の経済理論の視点か らは、その成立が疑わ しい命題 とな って
くるのである。
ラジ教授の東 ・南 アジア農村比較論が示 唆 して くれているよ うに、新古典派のパ ースペ ク
ティブが妥当す るか、それ とも反(新)古典派のパースペクティブが妥当す るか という問題 は、
どうも土地用役や労働 力の取引契約を結ぼうとする当事者間の社会関係のあり様に依存 してい
るといえそうである。南アジアの農村社会のようにカース ト制といった分断分節型社会構造が
支配的な地域には反(新)古典派が妥当 し、東ア ジアの農村社会のようにパ トロン ・クライァ
ント型ネッ トワークがそれな りに成立 しているときには、新古典派の見通 しが妥当するといっ
た比較論的命題す ら成立 しそ うである。いずれにせよ、農村経済の発展に土地所有のあり様 と
いった歴史的初期条件に強く影響された経路依存型 path-dependent パター ンが見 られ ると想
定す ることで、アジア諸国の農村経済の発展 に、それなりの多様性が見 られると考えてお くこ
とが必要であることだけは間違いない。アジア諸国の農業発展 に関 しては、土地所有制にまっ




環境 保全 型農 業 ・農 村 開発 の緊急性
さて話題 を変えて、アジア諸国の多 くの地域で人口増加や商業的農業の展開につれて、農林
業生産の持続にとって不可欠な多様な地域資源が劣位化 してきていることが、現在大 きな問題
となって きていることに注 目してみたい。熱帯林の急激な伐採 とい う地球規模での環境悪化に、
直接関連 している生態資源の減少に注目が集まっているが、森林以外の農業用地域的資源の劣
化 も、 これにまさるとも劣 らない重要な問題であることを忘れてはならない。 このような農林
業資源の劣位化が これか らも続 くときには、間違いなく、近い将来 アジア諸国の生態系は人間
の扶養力を急速に喪失 させて しまうことになろ う。少 し具体例を見ておこう。
熱帯多雨林山地 という生態区においては、人口増加 と商業用作物栽培のための焼畑がかなり
のスピー ドで拡大 してい くにつれて、生態系の再生産に必要 とされ る休閑期間が大幅に短縮 し
て しまっている。特 に傾斜地では、焼畑によって森林の覆いがな くな ったところから地表の流
出 ・土壌の侵食が続 き、近い将来農業生産用の豊かな資源が枯渇 して しま うことが危倶されて
いる。
熱帯多雨林低湿地では、入植者の増加によって湿地林が切 り開かれ低湿地の上で、農業生産
が営 まれているが、このとき低湿地の乾燥化によって低湿地土壌が元来持 って いた硫酸の濃度
が高 まり、どんな作物 も栽培で きない状況が現れは じめている。そのため、入植者は短期間で
別の場所に移 らざるをえな くなるという、まさに通過型土地利用としか表現 しようのない生業
が営まれている。熱帯低湿地 という生態区での強酸性土壌域の拡大 もまた農業資源劣化の重要
な事例 となって いる。
熱帯サヴ ァンナ平原とい う生態区 は、元来モンスー ンの降雨に しか頼れない水資源の不足 し
ている地域であるが、 ここで も人口増加や商業的作物栽培を契機 として、地下水の揚水ポンプ
等での汲み上げが増加 してきている。汲み上げ られた地下水は、特 に中世代堆積岩か らなる
コーラー ト平原等では多量 に岩塩を含んでおり、結果 として、 この地域の農用地に克服 し難い
塩害を引き起こレている。 また南ア ジアゐ平原では、豊かな農民による我田引水的な深 い揚水
ポ ンプによる地下水の汲み上 げによって、伝統的な畜力利用の井戸の水源が澗れて しま うと
いった地域社会の維持にとっては、重要 な問題が顕在化 しは じめていることも'忘れてはな らな
い。
環境問題 との関連では注 目され ることが少ない、東南 アジア地域の食糧生産の核心域である
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デルタや火山島での潅概稲作地域 において も、水田からの メタン ・ガスの排出が問題にな りは






することが可能であろう。;れ ら資源が劣位化 しているという事実 は、これ ら生態区に生 きる
ヒ トビ トが意外に生態か ら切 り離 された 「商人」に も似た存在であることを暗示 して くれてい
る。そ して、これ ら地域資源の利用の全体が完全に市場 メカニズムに取 り込まれているともい
えないことも確かであるため、通常経済学者が環境問題への対応策 として提案 して いる、諸資
源 ・要素間の相対価格を政策的に変化 させる経済的手段を、・これ ら資源劣位化への対策 として、
利用 しうる可能性は小 さくなっていることを見落 としてはならない。第1・2講 で何度か強調
したように、土地だけでな く、 これ ら地域資源の利用は間違いなく 「市場にとって はいささか
手に負えない領域」に属す るもの となっているといえる。 この事実 はこれ ら地域資源の有効な
利用に関 しては、商人の論理 とは異質の 「反商人的な」、あるいは市場の論理 とは別の 「非市
場的な」資源配分 ・利用の制度的メカニズムがやはり必要であるとい う 「規範的」命題を含意
として持 っているはずである。以下本節ではこの規範的命題について考察を加えていこう。
地域 公共 財 と市 場経 済
ここで以上のよ うな問題点を経済学的に解明 してい くに際 してのひとつの有力な議論 として、
イン ド出身の反(新)古典派経済理論家プラナブ ・バルダ ンの 「地域公共財
に関す る経済理論を見て み ることにす る
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　バルダンは、潅概施設、地下水、内陸の湖水、森林、あるいは放牧地 といったものを、 この
「地域公共財」の典型例 として取 り上げてい る。 これ らが第1講 でふれたブローデルのいう
「物質生活」の世界において、生態系の民の生活を支え続けてきた重要な資源であったことは
間違いない事実であろう。
　バルダ ンは、まず これら資源への私的所有権の設定が帰結 させが ちになる所得分配面、なら
びに生産効率面への悪影響を論 じている。
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その第1は 、特に土地の私的所有権設定の所得分配面への影響である。 これに関 して は、誰
が土地の所有者になるかは、その地域社会の歴史過程に強 く依存す るわ けであ り、一義的な見
通 しをっけることは大層困難 となって くる。 しか し、土地の所有者に成 り得た者 と、そうでな
い者 との間に、土地の私的所有権設定以降大 きな所得格差が発生 しがちにな ることは、 ことさ
らの説明を加える必要 もない程明 らかであろう。
第2は 、農村内資源の利用効率への影響である。まず、土地等の地域公共財に私的所有権を
設定すると、その公共財が与えて くれる外部効果を内部化す ることが制度的に困難 とな り、地
域公共財の利用 に際 して、かなりの不効率性が発生 して しまう可能性が大きいという論点であ
る。っまり、地域公共財に関 して地域社会の ヒ トビ トが協議によって、その利用を決めていた
ときには、その公共財の もた らして くれ る外部経済 ・不経済効果をそれなりに内部化 しえてい
たと考え られ るが、一度私的所有権を設定 して しまうと、地域社会内の ヒ トビ トといえども私
的財産の利用に関 しては、市場取引原理に基づかな くてはな らな くなり、そ こでは外部経済 ・
不経済効果の内部化が大層困難 となって しまうという事態である。また、私的所有者となった
諸個人が、地域社会の維持 にとって必要とな って くる水準に比べて、相当程度高い時間選好率、
ないし割引率を持つ ことが多いという問題が顕在化 して くることも間違いない。具体的には、
地域社会にとって必要な土地資源の長期的保全 といった ことよりは、土地所有者個人のその時
その時の短期的経済利益の追求に重点が移行 して しまう可能性が大き くなって しまうといった
事態である。さらに、地域公共財 に私的所有権を設定するということは、それ ら資源の他人特
に地域社会外の人間への販売が制度的に可能 となって くることを意味 しているわけであ り、こ
の販売可能性 という事実、それ 自体が地域社会内の ヒ トビトの間で伝統的に形成 されてきてい
た 「関係 に特殊的な資本 relation specific capital) ともいえる長期的社会関係を破壊 させて
しまう危険性が大きいこともこれまた明 らかであろう。
　新古典学派の経済学者が主張 しているように、多 くの経済的資源の効率的利用 にとって、そ
れらの資源に対する私的所有権の設定が必要不可欠な制度的革新の条件であるという主張はあ
る意味では正統な議論である。 しか し、バルダンの以上の紹介 してきた指摘がその可能性を強
調 しているよ うに、私的所有権の設定 という 「普遍論理」が地域公共財の領域にまで浸透 して
い くときには、地域社会にとっては単に資産保有や所得分配の面だけでな く、諸経済資源の利




ぼ明 らかである。それでは・この市場経済原理に代替 しうる経済制度の典型 と考え られる国家
管理はどのように評価 しうるものであろ うか。地域公共財の国家管理という制度は、 とりわサ
その極端 な事例といえ る地域公共財の 「国有化」の実験が見事に示 して くれているように、地
域社会 という現場、ない し当事者の保有する現場の情報を充分に活用す ることができない上 に、
そういう現場の ヒトビ トの経済的社会的誘因の積極的な動員 と活用にも失敗 して しまう点で、
決 して望 ましい経済制度ではないとバルダンは論 じている。旧社会主義国で国家主体の全面的
設計主義路線が現場 ・在地のヒ トビ トの知恵や技術の動員に失敗 したことが明 らかな以上(原
洋之介r東 南アジア諸国の経済発展』)筆 者 もバルダンのこの指摘には全 く賛成である。
「協 的 」資源 利用様 式 の確立 を めざ して
地域社会の ヒ トビ トの生活維持にとって、非常に重要な土地 ・水等の 「地域公共財」利用に
関 して、一方で市場経済には限界があることは確かであるし、他方で中央集権的な国家管理 も
決 して公平、かっ効率的な経済制度であるとはいえないことも確かである。それでは、どうい
う経済制度が望 ましい ものとなって くるのであろうか。基本的には地域社会 とい う当事者の保
有する現場の情報を充分に活用 しうるように、そ ういう現場 の ヒ トビ トに積極的なイ ンセ ン
ティブを与えるよ うな制度でなければな らないであろう。
バルダ ンはこの点 に関 して、ある狭 い地域社会単位 ごとに社会的規範 と行動規則
norms and codes of conducts
social
によって形成 ・維持される協同管理という資源利用様式の確立
が必要であることを指摘 している。さらに重要な論点 といえるが、こういう協同管理 システム
は長い時間をかけた習慣の形成 habit-formation とい う形で しか形成されえないこと、な らび
にそのよ うな習慣形成がどのように実現されて くるかは、その社会の持っ個性 といったコンテ
キス トに依存 していることをバルダ ンははっきりと強調 しているのである。
　海田能宏氏 は、土地の私的所有権が設定された社会で土地利用が個人の利己的な意思決定だ
けで決定され るときには、地域社会の持続性のために必要となる 「生態倫理に適 う土地利用」
を貫 こうとするのは無理 ではないか と判断 され、在地技術の積極的活用 を目指す 「風土の工
学」を活用 しうるような社会の設計の必要性を主張 されている(海 田能宏 「貧 しさか ら豊かさ
へ」　 r地域研究 と発展の論理』)が 、この海田氏のこの主張がバルダンのい う協同管理に大層
近いものであることは間違 いなかろう。また、r地 域 自立の経済学』を構想 し続けて きた中村
尚司氏は、一般の労働生産物に関 しては、市場での 自由な取引にゆだねることを肯定するが、
その一方で地域資源の利用に関 しては、　 「脱商品化の必要」を主張されている。そ して、 この
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ような脱商品化 された資源利用様式は、それぞれの地域に形成 された固有の社会関係 を反映 し
たもの となり、そ こでは自然と人間 との間の水の循環を中核として循環性の確保が中心の課題
とな って くることも強調されている。中村氏の構想 されている 「自立 した地域」というものが、
これまたバルダンのいう協同管理の組織とほぼ同 じものとな っていることも明 らかであろう。
バル ダンのいう 「協同管理」、海田氏のい う 「風土の工学」を活用 しうる社会、そして中村
氏のいう 「自立 した地域」といった非市場的資源利用制度が、最近ハイルブロナーが 「習慣や
伝統で もなく、中央からの指令によってで もな く、また市場の圧力とインセ ンティブへの従属
で もない方法で調整が行われる社会」 として構想 した 「参加型」調整 メカニズム(r21世紀の
資本主義』)と 同質の ものであることはもはや間違いないところであろ う。 これ らの多様な
「非市場的」資源利用制度の必要性が、市場経済を超えるものとしてか、あるいはそれを補完
するもの としてかは問わず、提唱されて きているのは、市場経済が資源特 に土地や労働利用に
関 して限界 を持っという反(新)古典派的、ないしポス ト・マルクス=ワ ルラス的市場経済観
の浸透を前提と していることは確かであろう。市場経済の無限定の拡大が顕在化させ はじめた
問題を強 く意識す るときには、 どうして もこのような反(新)古典派の市場経済観を正面 きっ
て取 り入れ ることが必要 とな って くるはずである。
ところで、このような非市場的経済制度、ない し組織が必要なことを認識するという 「規範
的作業」とそういう制度の形成過程を解明するという 「実証的作業」とが別の ものであること
もまた事実である。北原淳氏が最近タイにおいて盛んに論 じられている村落共同体論 に関 して、
それを 「運動論」としては評価 しなが らも、タイの村落住民が 「かなり功利主義的な外部社会
との関係意識」を持っ以上 タイにおいて、村落共同体が存在するといった 「実証命題」は成立
しないのではないかと指摘 されている(北 原淳 「村落社会の形成論理 と共同体概念」r総 合的
地域研究』第2号)こ とは、まさに 「規範命題」と 「実証命題」との差異、ない しギ ャップを
っいた議論 として大層重要な重みを持 っている。 アジアの多 くの社会においては、実は意外に
村人の協議組織等の非市場的経済制度を作 り上げることが困難なようであ る。 このことを しっ
か りと認識 してお く必要がある。
地域社会に生 きるヒトビトがこういう協的組織を作 り上げるに際 しては、第1講 でふれたよ
うなヒ トビ トの間での価値観の共有 といったことが必要 となって くるであろう。そのとき、既
にスコッ トが認識 していたように、ヒ トビ トが同 じ自然 ・生態 に重 く錨を下ろ しているといっ
たことがある場合には、そ ういう協的組織作 りが容易になってこよう。東南アジアの農村 を見
てみるとき、 こういう条件がありそうなのは、第3講 に述べた 「工学的適応」といった必要に
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よって、 ヒトビ トが半ば意識的に自然 ・生態に関わって きた地域だけに限定 されそうである。
「農学的適応」といった自然 ・生態に対 して、いわば受身で関わ った地域では、 ヒ トビ トが 自
然に下ろ している錨 は意外に軽 く、 ヒトビ トの行動 は生態か ら切 り離され、共通の価値観を共
有 しにくい状態にありそうであることを知 ってお く必要がありそうである。
残念なが ら現在の筆者 は、市場経済の限界を補完する非市場的経済制度の形成過程を本格的
に論 じてみせ る能力は持 っていない。 ここでは、バルダ ンが前に紹介 した論文の中で も指摘 し
ていたように、そ うい う非市場的資源利用様式 は地域社会の ヒ トビ トがその必要を意識 し、そ
れを作 り維持 していこうとす る努力を続けてい く経験を通 じて しか形成 されえないので はない
かという事態だけを指摘 しておきたい。
ここで参考になるのは、 コンラー ト・トットマ ンのr緑 の列島』での議論であろう。彼は日
本の江戸期に、多発 しは じめた紛争解決のための努力が積み重ね られる中で、最初か ら意図 し
た結果と してではな く、留山 ・割山 ・年季山 ・部分けといった制度的取 り決あが次第に形成 さ
れてゆき、植林を奨励す る効果を持つ制度が定着 した事態を見事に明らかに して くれている。
全 くの私的利益追求だけに依存する市場経済制度と してではな く、またすべてを国家官僚の理
性 に依存す る集権的国家管理 としてで もな く、その中間に位置する 「地域」、ないし 「協」の
領域であ る種の有効な制度的取 り決めが形成 されて くるのは、ほぼ間違いな く、 トッ トマ ンが
指摘 しているとおり、地域住民の時間を通 じた経験の積み重ねで しかないといえそうである。
経 済制 度 を効率 的か つ公平 に管理 して い く 「作 法 」
ここで再度表現を改めて、市場経済の発展が抱える一般的な問題を考えて、それとの関連で
本節の主題である 「協的」資源利用様式が抱える問題を見てお くことに しよう。
アメ リカの新古典派経済学の中心に育ちなが ら、早 くから既にそれを超えた総合的社会科学
の理論を打ち立てたケネス ・アロー教授は、1970年という時点で書かれた論文 「経済活動の組
織 市場的配分 と非市場的配分の選択に関する諸問題」の中で、 「取引費用」の存在を考慮
に入れることで、市場経済の発展が必ず しもどこで も同 じ経路を通るとは限 らないことを論 じ
ているのである。少 し紹介 しておこう。
取引費用とは 「経済 システムを運営するのに必要な費用」であ り、その大 きさは経済 システ
ムによって変わる。市場経済 システムは計画経済 と比べるときには取引費用が小 さい。その意
味では、市場経済は計画経済 より効率的であ る。 しか し、市場経済 も決 して万全ではない。多
くの財に関 して、取引費用が高す ぎるために 「市場の失敗」、もしくは 「市場の不成立」とい
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う問題が発生する。例えば、公共財に関 しては、 フリーライダーを効率的に排除する費用が一
般的には高 くっ きす ぎるため、価格 メカニズムを利用することは不可能 となって くる。不確実
性が存在する現在 ・将来 という異時点間にまたがる取引については、先物取引や保険契約など
があ るが、大部分の不確実性はこれ らのマーケ ットによってはカバーされない。将来生起す る
であろう事象に関 して、適切に情報を収集 し、市場での取引に耐え るものにするには、非常に
高い情報コス トを負担す ることが必要となる。企業組織の多 くは、 この情報収集のコス トを節
約 し、取引費用を 「内部化」す ることによって吸収することを目指 していると解釈することが
できる。か くて、 「組織」とは取引費用が市場 を成立させないほど高 くっ くときに発生す る
「非市場的資源配分」ρひとっの典型例という位置づけになる。また、市場の失敗 に対 して発




徳の原則である」(ア ローr組 織の限界』)と いう問題にまで突 き当たる。
彼の見解によれば、相互信頼など道徳があるレベルに達 していない国では、経済発展は不可
能だという。別の言い方をすると、相互信頼が確立 していない世界では、取引を成立 させ るた
めの取引費用 は極めて高 くつ く。 したがって、市場経済がどこで も一様に成功するとい うこと
はあ りえない。なぜなら、このような市場を効率的に機能 させる倫理や道徳な ど目に見えない
制度 は、国によ って決 して一様ではないか らである。 「古い用語だがr徳 』が経済 システムの
運営に重要な役割を果たす ことは否定で きない」、 「交換が効率よ く行われ るためには真実、
忠誠心、正義感などのr徳 』が不可欠である」(ア ロー 「贈与と交換」)と い うわけである。
アローは以上のよ うに、通常の新古典派経済理論家が見落 としが ちな重要な論点である、 ヒ
トビ トの倫理や道徳 と経済効率との関係を見事に論 じて くれているのである。 しか し、 アロー
が倫理や道徳を 「与え られたもの」として前提としている点は、や はりひとっの理論的問題点
となって くるといってお く必要がある。
ところで、道徳 ・倫理のあり様 といった ものをある社会では与え られた与件であると、想定
して しまうような思考から脱却 しようとするとき、大層重要な手がか りになるのは、や はりイ
ギ リスという経験主義的知性の風土で育 って きた思考であるといえそ うである。その典型は、
ポーコ ックが名づけた 「作法、ない し生活様式 manner]
r徳・商業 ・歴 史』)。 私的所有権 とい った権利 rights
という概念であろ う (ポ ー コ ッ ク
に基づ く裸の自己利益追求行動に
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よってで はな く、 また高貴な利他主義をともなう理念的徳性 virtue に よ って で もな く、 その
両者の対抗の中か ら経験を通 じて、鍛え上げられて形成されて くる ・「社会関係が個人を導いて
発展 させ る能力」 としてのマナーが通有 されることでは じめて、商業 といった経済活動す ら維
持 されて くるのだとい う事態をポーコックは説得的に論 じて くれている。商業という市場経済
の要の位置にある活動の維持に際 してすら、マナーが必要であることを考え るとき、生態環境
の維持 ・保全 と調和 しうるような非市場的な資源利用制度の形成 ・維持 には、その活動への
「コミッ トメン ト」　 (アマルティア ・センr合 理的な愚か者』)を ともなうようなヒ トビトの
行動が必要不可欠であることは明 らかであろう。そ してそ ういう行動規範 は、やはり経験 を通
じて しか形成 され発展させ られて こないものであろうし、またそ ういう経験を通 じた形成 には、
それぞれの地域の個性のような ものが色濃 く反映することにもなろう。既に前節でその差異を
論 じておいたように、東アジア社会 ようなパ トロン ・クライアン ト型ネ ッ トワークがある場所
と南アジア社会のようなカース ト制がある場所 とでは、　「協的組織」のあり様に も大 きな差異
が出て くるのではなかろうか。
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